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Overview 

6 月に英国を訪問すると発表した Trump 米大統領と May 英首相は、

Brexit 後の英米間の貿易協定に向けた話し合いを進めることで合意した。 

この一週間の Brexit および欧州の経済ならびに政策に関する主な動きは以下

の通りである。 

 ユーロ圏の消費者マインドは 18 か月ぶりの高水準となり、フラン

スの事業活動は 5 年ぶりの高水準となった。また、1 月のユーロ圏

の雇用の伸びは、この 9 年間で最高となった 

 ドイツ連邦銀行は、1 月のドイツの物価上昇率は 2.0%まで上昇し、

近年のデフレ不安の状態から脱却できると予測している。 

 英国は 2016 年下期には国民投票による短期的な影響から脱却し、

2016 年の成長率は、G7 諸国の中で最も高い 2.0%となった。 

 2016 年の英国の自動車生産台数は、2015 年から 8.5%増加し、

17 年ぶりの高水準となった。 

 2016 年末時点での英国政府の借入は予測を下回り、債務削減が軌

道に乗っていることが示されている。 

 英国産業連盟（CBI）によると、英国の金融サービス業界では楽観

的な見方が急速に減少した。 

 イギリスのシンクタンク Resolution Foundation は、成長率の鈍化

と物価の上昇により、英国の生活水準の「ささやかな上昇」は止ま

ってしまったと述べている。 

 小売大手の Tesco は、食品卸の Booker を 37 億英ポンドで買収す

ることに同意した。これにより Tesco は「英国食品業界の主力」と

なり、大幅なコスト削減も見込まれている。 

 英ポンド安の効果により、40 年物の英国債の発行の際には、海外の

投資家の強い関心が集まった。 

 英ポンド安を受け、ビールメーカーの Heineken と Carlsberg がつ

いにビールの価格を引き上げた。 

 英国政府は、世界貿易機関（WTO）加盟の 163 か国と「広範囲に

わたる非公式な協議」を行う予定である。 
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 May 英首相と Trump 米大統領が会談を行い、Brexit 後の英米間の

貿易協定に向けた話し合いを進めていくことで合意した。 

 Trump 米大統領は、6 月に英国を訪問すると発表した。 

 欧州投資銀行（EIB）は 2016 年に英国のインフラへの 55 億英ポン

ドの投資を支援したが、Brexit 後も英国が同行の株主として留まる

ことを認めるかについて、EU 加盟国と協議する予定であると述べた。 

 人材派遣会社の SThree は、Brexit の不確実性により、金融サービ

ス部門での雇用の拡大が滞っているとの懸念を表明した。 

 スペインの外相は Brexit 交渉について、EU は「懲罰的」な Brexit

協定を課すつもりはないと融和的な口調で語った。 

 驚いたことに、Martin Schulz 前欧州議会議長が、中道左派である社

会民主党の首相候補として、9 月の連邦議会（下院）選挙で Angela 

Merkel に挑むことになった。 

 イタリアでは憲法裁判所の判決により、2018 年に予定されていた総

選挙が今年の 6 月に前倒しで行われる可能性が高まっている。 

 フランス大統領選の右派候補である Francois Fillon 氏は、調査・事

務業務の名目で議員予算から妻に給与を支払っていたことについて捜

査を受けている。 

 2016 年の英国の自動車部門への投資は、国民投票と以後の不確実性

のために減少した。 

 英国の自動車業界団体の代表によると、国内の自動車工場は、EU と

の貿易に関税が課されることになると、徐々に衰退していく危機に直

面している。 

 Barclays は、Brexit 交渉の結果にかかわらず、グローバル本社をロ

ンドンから動かすつもりはないと改めて表明した。 

 Oxford 大学の移民・政策・社会センター（Centre on Migration, 

Policy and Society）の Migration Observatory によると、Brexit

後、英国の接客業、農業、建設業、製造業では、少なくなった未熟練

移民労働者の取り合いが起こるという。 

 英国のテクノロジー業界の団体である techUK の代表は、近年の英国のデジタル集約型産

業における人材不足の 45%は、外国生まれの労働者を採用することで埋められているとの

調査結果を明らかにした。 

 Citi グループの EMEA CEO によると、同行はアイルランド、イタリア、フランス、スペイ

ン、ドイツ、オランダの規制当局と、Brexit 後に各国で行う新たな業務について話し合い

を行った。 
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